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中国共産党の中央組織

• 全国代表大会（党大会）5年に1回; 2296人; 中央委員会報告の審
議、承認、中央委員会及び中央規律検査委員会を選出

• 中央委員会 任期5年; 全体会議は年1回以上（通常は1回）; 205
名の正委員と171名の候補委員; 中央政治局、政治局常務委員会、
総書記を選出

• 中央政治局 ほぼ毎月1回; 24名; 一部の地方の長も
• 中央政治局常務委員会 毎週1回か2回; 7名（内、1名は総書記）
• 中央軍事委員会 中央委員会が成員を決定（人民解放軍は党の軍隊）
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（第20回党大会 2,296人）



中国の国家機構

• 全国人民代表大会――最高国家権力機関; 年1回; 会期10-14日
程度; 代表2977人; 共産党員約7割; 女性約¼;少数民族約12％; 
労働者農民2割弱;人民解放軍と武装警察1割弱；常務委員会 年
6回
• 国家主席、副主席 公布、任免、国事活動

• 国務院 国務院全体会議、常務会議、総理弁公会議

• 国家監察委員会（2018年3月新設）
• 最高人民法院
• 最高人民検察院 6



習近平の「続投」

• なぜ「異例」と言われるのか
40年前の改革――文化大革命を反省し、集団指導制へ
97年からの年齢制限の導入（71歳→68歳以上は引退）
⇔ 毛沢東の神格化――任期はなく、死ぬまで現役
•正当化の理屈
「米国に追いつく」、 中華民族の偉大な復興に「決定的な意義」
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指導部の勢力分布はどうなったのか

•第一期習近平政権（2012－17）
「紅二代」政権 革命世代の子弟の支え（劉源、王岐山）

創業家一族による汚職腐敗闘争（vs.上海閥、共青団）
•第二期習近平政権（2017－22）
習近平派の形成（福建、浙江、上海時代の部下を引上げ）

•第三期習近平政権（2022－27）
習近平派による権力の独占
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胡錦涛前総書記の退席

可能性その一

胡錦涛は体調不良（CCP公式見解）
可能性その二

新時代の到来を印象付ける習近平の演出

可能性その三

胡錦涛による、人事等への不満の表現
（写真は朝日新聞ウェッブサイトより）
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習近平と長老たちの関係

• 次期中央指導部選出の為の面接（4－7月）――長老と面談せず
前回（5年前）習近平は長老を含む57人と面談、今回は長老抜きの
30人（政治局委員、書記処書記、国家副主席、中央軍事委員）

• 2022年5月「定年退職した幹部の党の建設活動を新時代に強化す
ることに関する意見」

「みだりに中央の大政方針を議論したり、政治的なマイナスの議論
を広めたり、非合法な社会組織活動に参加したりしてはならない」
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家父長制的独裁体制の功罪

〇果断な決断が可能に

〇安定した政権運営が可能に

●正確な情報、特に「不都合な真実」が上に届かない

●間違った判断を正しにくい

●家父長がいなくなった際の混乱、権力闘争は不可避
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信頼できる人が足らない・・・！

• 2023年3月全国人民代表大会（全人代）で決まった国家機関
の人事――総理、副総理など、すべて習の側近

• 中央委員、中央規律検査委員を降りた部長級の続投多し（易
綱、劉昆、王志剛、李小鵬ら）

• 党中央組織部長、党中央弁公庁主任、党大会後も交代せず
――5か月後、後者の新主任はやはり側近（蔡奇）
世代交代が進まない・・・次の政権はどうなるのか
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経済の諸問題

• 金融リスク
銀行の不良債権――問題のある銀行は300行ほど
地方政府の隠れ債務――総額不明
• 不動産業の低迷

2022年 投資 -13%、販売面積 -22%、販売額 -23%
• 輸出の減退

2月 対米輸出 -47% →成長目標率5.5%→5.0%に引下げ
• 巨大私営企業への締め付け ・ 若年層の失業率20.4％
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党への権限集中

• 金融監督管理体制の強化（中央金融委員会、金融工作委
員会設置）

• 科学技術管理体制の強化（中央科学技術委員会設置）
国務院科学技術部――資金の提供（予算、株式市場管理）、
イノベーションに要るハードウェアの提供、インセンティヴの
付与、基礎研究

• 社会管理体制の強化（中央社会工作部）
14



中国政治の縦軸――党と大衆との関係は？

ゼロコロナ政策継続→緩和→放棄
１）オミクロン株流行――すでにゼロコロナ政策は破綻の兆し
２）抗議拡大 北京に横断幕「不要核酸、要喫飯；不要封控、要自

由；不要谎言、要尊厳；不要文革、要改革；不要領袖、要選票；不
做奴才、做公民」 「罷工罷課罷免独裁国賊習近平」「白紙運動」
３）経済停滞 成長率2022年3.0%、16-24歳失業率 2月18.1%
４）横軸（高層政治）の安定→縦軸（党群関係）への配慮が可能に
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注）習近平の檄

我々の防疫、管理方針は党の性質と宗旨により決定され

たものだ・・・我々は武漢防衛戦に勝利したし、必ず大上海

防衛戦にも勝利できる・・・ 動的ゼロコロナ総方針を堅持し、
我が国の方針や政策を歪曲、懐疑、否定する一切の言動

と断固闘争する （２０２２．５．５）

←反対者は「反党」になってしまう  Cf.毛の過ち



ロシア、ウクライナ政策の展開
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第一局面――プーチンへの支持

2月25日
「習主席は、ロの指導者が目下の危機的情勢下で採った行

動を尊重すると強調した」

6月15日
「中国の国家主席は、外国勢力によってもたらされた安全

保障への挑戦に直面し、根本的な国益を守るためにロシア

が取った行動の正統性に留意した」
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中露首脳の類似した世界観

難民やLGBTQなど少数者の権利の尊重が内紛を招き
民主主義は失敗→米国が主導する国際秩序は危機に
→中露が新秩序を主導している
だが、カラー革命の危険に気を付けねばならない

→世界を、対米競争というレンズを通して見る

お互いは最も重要な戦略的パートナー



中露間の不一致が露見（9月）――第2局面へ

サマルカンドでの首脳会談でのプーチン発言（9月15日）
「我々はウクライナ危機に関する中国の友人たちの均衡の

                                     取れたポジションに感謝しそれを
評価する。これについてのあな
たの疑問と懸念について理解
している。」
（写真は中国中央テレビ）



Cf.モスクワでの栗戦書発言（9月9日）

「中国はウクライナ情勢についてロシアを理解し支持

する」（於ロシア連邦下院）

9.15プーチン発言は習の立ち位置の修正を反映
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立ち位置修正の原因

l戦況の変化、ウクライナの反転攻勢
l中国国内の異論：ロシアは力不足、「世界の主流に付くべし」
l中国経済の苦境、対欧米日関係の改善へ
l中ロの相違

 ロシアのナショナリズムと冷戦敗北のルサンチマン

中国のリアリズムと超大国の座へ駆け上らんとする勢い



習近平訪ロ（3月）――第3局面に突入か

• 2月「政治的立場」に関する文書（いわゆる提案）発表
• 3月習訪ロ、二つの共同声明発出、中露協力の強化を謳う
新時代全面戦略協力パートナーシップ深化に関する共同声明

2030年までの中ロ経済協力の重点方向と発展計画に関する中
国主席とロシア大統領の共同声明

• ウクライナについて新味無し（「責任ある対話が最良の途」）
• シフト要因 ①戦況に関する判断、②内政、③経済の回復
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台湾侵攻はあるのか？――暫くはなさそう

世界の注目は台湾に

「武力行使の放棄を約束することはない」。だが同時に、

「最大の誠意をもって、最大の努力を尽くして平和統一を」

――大きな変化なし。軍事的圧力、経済、文化交流を継続
懸念は米国の台湾接近。台湾が米中対立の焦点化

習の最優先事項は体制維持――それに＋か－か冷徹に判断
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冷戦終焉後の日中関係の変化

• 安全保障
冷戦終結、米中対立、中国軍の強大化、行動の激化
• 歴史
愛国主義教育強化、日本の謝罪を認めない（例外：温家宝）
• 主権
台湾社会の激変、尖閣諸島への行動、沖縄地位未確定論
• 社会制度の相違
国家の異質性、言葉と行動のギャップへの不信感は拭えず



近年の良き変化

•経済交流の大きな発展
中国共産党の社会主義再定義、冷戦後グローバル化加速

•文化交流の大きな発展
アニメ、漫画、コスプレ、ゲーム、歌、映画etc.
•人的交流の大きな発展
留学生、観光客、ビジネス従事者

――平和を保ち、認識ギャップ、情報ギャップを埋める努力をす
れば、また状況は変わる



党大会後の日中関係の動き

• 中国の地方政府、企業誘致の為の訪日ミッション増加
• 2022.11 日中首脳会談
習近平「日中関係の重要性は変わっていないし今後も変
わらない。両国経済の相互依存度は高い」

• 2023.3 アステラス社員拘束、日中防衛当局間ホットライ
ン設置

• 2023.4 林外相訪中、東京で高級事務レベル海洋協議開催
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日中関係――今後の展望と課題

• 競争と協力の同時進行が必要、それは暫くは継続
関係安定の困難増大――競争は激化、協力は深化

• 強靭性を強化するための対話と協力の増進を
既に行われている協力の広報

自由で開かれたインド太平洋と一帯一路の共同事業

• 脆弱性を抑制するための課題——認識ギャップの縮小


